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1 本事業について 

介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活の維持にとって必要不可欠

なものであるため、新型コロナウイルスの感染等によりサービス提供に必要な職員が

不足した場合でもサービスの継続が求められること等から、本事業により、新型  

コロナウイルスの感染等による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確保し、 

職場環境の復旧・改善を支援することを目的とする。 

 

１－１ 事業所等の用語の定義 

  本補助金において、次の（１）から（５）に掲げる用語をそれぞれ定義する。 

  なお、（１）から（５）の事業所及び施設を総称して「介護サービス事業所等」と

いう。また、介護サービス事業所等の利用者、入所者及び入居者を総称して「利用者」

という。 

（１） 通所系サービス事業所 
通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所、療養通所介護事業所、認知症  

対応型通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所、小規模多機能型居宅

介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（通いサービスに限る。） 

（２） 短期入所系サービス事業所 
短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所、小規模多機能型居宅介護

事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（宿泊サービスに限る。）並び

に認知症対応型共同生活介護事業所（短期利用認知症対応型共同生活介護に  

限る。） 

（３） 介護施設等 
介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護  

医療院、介護療養型医療施設、認知症対応型共同生活介護事業所（短期利用  

認知症対応型共同生活介護を除く。）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料

老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅（高齢者の居住の安定確保に  

関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１項に規定するサービス付き

高齢者向け住宅をいう。） 

（４） 訪問系サービス事業所 

訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護事業所、訪問リハビリテーシ

ョン事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、夜間対応型訪問介護

事業所、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業

所（訪問サービスに限る。）並びに居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所 

及び居宅療養管理指導事業所 

（５） 高齢者施設等 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護  

医療院、介護療養型医療施設、認知症対応型共同生活介護事業所、養護老人  

ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、  

短期入所生活介護事業所及び短期入所療養介護事業所 
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１－２ 補助対象について 

１－２－１ 補助対象 

次のいずれかの要件に該当する介護サービス事業所等とする。 

ア 新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者※１に対応した介護サービス   

事業所等（休業要請を受けた介護サービス事業所等を含む。） 

（ア）利用者又は職員に感染者が発生した介護サービス事業所等（職員に複数の

濃厚接触者※１が発生し、職員が不足した場合を含む。） 

（イ）濃厚接触者※１に対応した訪問系サービス事業所、短期入所系サービス事業

所及び介護施設等 

（ウ）感染等の疑いがある者に対して一定の要件のもと自費で検査を実施した 

介護施設等（（ア）、（イ）の場合を除く。） 

（エ）施設内療養を行った高齢者施設等 

（オ）千葉県または政令市・中核市（千葉市・柏市・船橋市）から休業要請を    

受けた通所系サービス事業所及び短期入所系サービス事業所※２ 

 

イ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系   

サービス事業所 

ア（ア）、（オ）※２以外の通所系サービス事業所（小規模多機能型居宅介護   

事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（通いサービスに限る。）を除く。）

であって、当該事業所の職員により、居宅で生活している利用者に対して、利用

者からの連絡を受ける体制を整えた上で、居宅を訪問し、個別サービス計画の 

内容を踏まえ、できる限りのサービスを提供した事業所（通常形態での通所  

サービス提供が困難であり、感染の未然に代替措置を取った場合※３（近隣自治体

や近隣事業所・施設等で感染者が発生している場合又は感染拡大地域で新型  

コロナウイルス感染症が流行している場合（感染者が一定数継続して発生して 

いる状況等）に限る。）） 

 

ウ 感染者が発生した介護サービス事業所等（以下のいずれかに該当）の利用者の  

受け入れや当該介護サービス事業所等に応援職員の派遣を行う介護サービス 

事業所等 

（ア）ア（ア）、（オ）※２に該当する介護サービス事業所等 

（イ）感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した介護サービス

事業所等 

※１ 令和５年５月８日以降に係る費用分では、『濃厚接触者』を『感染者と接触

があった者（感染者と同居している場合に限る。）』 

※２ 令和５年５月８日以降に係る費用分では、休業要請を受けた通所及び短期

入所系サービス事業所は、補助対象となる要件に該当しない。 

※３ 令和５年５月８日以降に係る費用分では、『休業を行った場合であって、

感染を未然に防ぐために代替措置を取った場合』に読み替える。 
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１－２－２ 対象経費 
令和４年４月１日以降に、新型コロナウイルス感染症への対応において発生する、

通常の介護サービスの提供では想定されないかかり増し費用とし、次のアからオに

限定列挙する経費とする。但し、補助対象のイ『新型コロナウイルス感染症の流行

に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所』に係る費用分については、

代替サービス提供期間の分の経費に限る。 

 

ア  ≪補助対象 ア（ア）、（イ）、（オ）≫に該当する介護サービス事業所等 

【緊急時の介護人材確保に係る費用】 

（ア） 職員の感染等による人員不足に伴う介護人材の確保 

緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当（令和５年１０月１日以降に  

係る当該割増賃金・手当のうち、新型コロナウイルス感染症への対応

に係る業務手当については、職員一人につき、日額による支給の場合

には１日あたり４千円を補助上限とし、１月あたり２万円を限度額と

する。また、月額又は時給による支給の場合には１月あたり２万円を

補助の限度額とする。以下同じ。）、職業紹介料、損害賠償保険の加入費用、

帰宅困難職員の宿泊費、連携機関との連携に係る旅費、一定の要件に該当す

る自費検査費用（補助金要綱別添１－１、１－２のとおり。 （介護施設等

に限る。）） 

（イ） 通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保 

緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害賠償保険の  

加入費用 

 

【職場環境の復旧・環境整備に係る費用】 

（ウ） 介護サービス事業所等の消毒、清掃費用 

（エ） 感染性廃棄物の処理費用 

（オ） 感染者又は濃厚接触者が発生して在庫の不足が見込まれる衛生用品の  

購入費用 

（カ） 通所系サービスの代替サービス提供のための費用 

代替場所の確保（使用料）、ヘルパー同行指導への謝金、代替場所や   

利用者宅への旅費、訪問サービス提供に必要な車や自転車のリース費用、 

通所できない利用者の安否確認等のためのタブレットのリース費用（通信 

費用は除く。） 

 

イ  ≪補助対象 ア（ウ）≫に該当する介護施設等 

【緊急時の介護人材確保に係る費用】 

（キ） 職員の感染等による人員不足に伴う介護人材の確保 

一定の要件に該当する自費検査費用（補助金要綱別添１－１、１－２の

とおり。（介護施設等に限る。）） 
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ウ  ≪補助対象 ア（エ）≫に該当する高齢者施設等 

【緊急時の介護人材確保に係る費用、職場環境の復旧・環境整備に係る費用】 

（ク） 感染対策等を行った上での施設内療養に要する費用（補助金要綱別添  

２－１、２－２のとおり。（高齢者施設等に限る。）） 

 

エ ≪補助対象 イ≫に該当する通所系サービス事業所 

【緊急時の介護人材確保に係る費用】 

（ケ） 通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保 

      緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害賠償保険の  

加入費用 

 

【職場環境の復旧・環境整備に係る費用】 

（コ） 通所系サービスの代替サービス提供のための費用 

代替場所の確保（使用料）、ヘルパー同行指導への謝金、代替場所や  

利用者宅への旅費、訪問サービス提供に必要な車や自転車のリース費用、

通所できない利用者の安否確認等のためのタブレットのリース費用（通信

費用は除く。） 

 

オ ≪補助対象 ウ≫に該当する介護サービス事業所等 

【連携により緊急時の人材確保支援を行うための費用】 

・感染者が発生した介護サービス事業所等からの利用者の受け入れに伴う   

介護人材確保 

・感染者が発生した介護サービス事業所等への介護人材の応援派遣 

のための、緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害賠償保険

の加入費用、職員派遣に係る旅費・宿泊費 

 

１－２－３ 補助額 

  別表「令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス 

 事業所等のサービス提供体制確保事業費補助金（基準単価）」参照。 
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２ 申請の流れ 

２－１ 申請の主な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①交付申請書兼実績報告書 
次のアからクの交付申請書兼実績報告書類一式をちば電子申請サービス（※４）で 

提出ください。 

 ア 様式第１号（交付申請書兼実績報告書）エクセルファイル内の各シート 

   ＊様式第１号の１（総括表） 

＊様式第１号の２（事業所・施設別申請額一覧） 

＊様式第１号の３（事業所・施設別個票） 

 イ 様式第２号（口座振替（送金）依頼書）・通帳の写し 

 ウ 様式第３号（誓約書）（※１） 

 エ 様式第４号（役員等名簿）（※１） 

 オ 業務手当等支給職員対象者リスト（※３） 

 カ 自費検査を行った介護施設等における行政検査の対象とならなかった経緯の 

理由書（※３） 

 キ 感染対策等を行った上での施設内療養に要する費用の補助に係るチェック  

リスト（※３） 

 ク 施設内療養に要する費用の補助に係る対象者リスト（※３） 

   ※１ 誓約書（様式第３号）及び役員等名簿（様式第４号）の原本は事務所等で

保管してください。 

※２ 補助対象の介護サービス事業所等が支出したことを証明する書類（購入 

物資の納品書及び領収書の写し、手当の支給明細の写し、緊急雇用した職員

の契約書の写し及び勤務実績など）は事務所等で保管してください。 

   支出したことを証明する書類の県への提出は不要です。 

※３ オ～クについては、該当する介護サービス事業所等のみ提出してください。 

※４ ちば電子申請サービスの申請方法については、２１ページ以降をご覧  

ください。 
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②交付決定及び額の確定 

 交付申請書兼実績報告書を県が審査します。審査後、交付決定及び額の確定通知を 

郵送します。 

 

 

③補助金の請求 

②の確定通知を受領後、様式第６号（交付請求書）をちば電子申請サービスで提出  

してください。 

 

 

④補助金の振込 

 県は、請求に基づき補助金を振り込みます。 

 

 

⑤仕入れ控除税額報告 

補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除額が確定したあと、令和７年６月３０日までに様式第５号（消費

税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書）を郵送で提出してください。 

 また、封筒には下記のとおり記載ください。 

『令和５年度サービス提供体制確保事業費補助金 仕入れ控除税額報告書在中』 
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２－２ 申請期間 
（１）令和４年度分締め切り 

【令和５年１１月３０日（木）必着】 

（２）令和５年度分締め切り 

【令和５年１２月３１日（日）必着】 

 ※令和６年１月１日以降ついては、令和５年度に生じた費用分で未申請の  

金額を把握するため、別途調査を実施し、回答のあった事業所等に対し、  

来年度改めて交付申請の案内を行い、予算の範囲内で交付決定を行う予定

です。（調査への回答方法等について、後日ホームページを更新予定) 

 

 

２－３ 提出先及び問い合わせ先 

（１）提出先 

宛先：千葉県健康福祉部高齢者福祉課 サービス提供体制確保事業費補助金担当 

住所：〒２６０－８６６７ 

千葉県千葉市中央区市場町１番１号 

メールアドレス：kaigoshinsei@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

提出方法一覧 

 紙媒体（郵送） ちば電子申請サービス（※） 

①交付申請書兼実績報告書  ○ 

③補助金の請求  ○ 

⑤仕入れ控除税額報告 ○  

  ※ ちば電子申請サービスの申請方法については、２１ページ以降をご覧ください。 

 

（２）問い合わせ先 

■特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き

高齢者向け住宅 

 

 

 

■上記を除く介護サービス事業所等 

 

 

  

千葉県健康福祉部高齢者福祉課法人支援班 

０４３－２２３－２３５０，２５９３ 

千葉県健康福祉部高齢者福祉課介護事業者指導班 

０４３－２２３－２３８６，２３９５，２８３４ 
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３ 提出様式の作成方法 

 
 
 

 

郵便番号

送付先住所

※記載がない場合は、法人の所在地に送付します。

本交付申請書の使い方

手順 事業者（法人本部）の作業 各事業所の作業

1
様式第１号の１の１行目をクリックし、プル
ダウンから令和４年度又は令和５年度のいず
れかを選択

2

本Excelを各事業所・施設に配布し、様式第
１号の３（事業所・施設別個票）を記入する
ように依頼

3

様式第１号の３の着色セルを入力（黄色セ
ル：必要情報の入力、緑色セル：クリックし
てプルダウンから選択）し、事業者（法人本
部）へ返送

4
各事業所・施設から回収した、様式第１号の
３の入力内容を確認

5

各事業所・施設の、様式第１号の３のシート
名を「個票●」（●は１からの通し番号）に
修正（※全角数字で入力）

6
シート名を修正した様式第１号の３を一つの
Excelファイルに集約

7
様式第１号の２（事業所・施設別申請額一
覧）に全事業所・施設分が正しく反映されて
いるか確認

8

様式第１号の３及び様式第１号の２の内容が
様式第１号の１（総括表）にも正しく反映さ
れていることを確認するとともに、様式第１
号の１の記入欄（黄色セル）を記載

交付決定及び額の確定通知の送付先（必ず記載すること）

ちば電子申請サービスで提出ください。 

様式第１号 必ずエクセルファイル形式で提出してください。 

通知の送付先を必ず記載してください。 



 

9 
 
 

　　令和 年 月 日

千葉県知事　熊谷　俊人　様

　標記について、次のとおり申請します。

フリガナ

法人名称

（郵便番号 ‐ ）

連絡先 電話番号 E-mail

代表者の職・氏名 職　　名 氏　　名

申請に関する担当者 職　　名 氏　　名

申請内容

通所介護事業所（通常規模型） 千円 千円

通所介護事業所（大規模型（Ⅰ）） 千円 千円

通所介護事業所（大規模型（Ⅱ）） 千円 千円

地域密着型通所介護事業所(療養通所介護事業所を含む) 千円 千円

認知症対応型通所介護事業所 千円 千円

通所リハビリテーション事業所（通常規模型） 千円 千円

通所リハビリテーション事業所（大規模型（Ⅰ）） 千円 千円

通所リハビリテーション事業所（大規模型（Ⅱ）） 千円 千円

短期入所生活介護事業所 千円 千円

短期入所療養介護事業所 千円 千円

訪問介護事業所 千円 千円

訪問入浴介護事業所 千円 千円

訪問看護事業所 千円 千円

訪問リハビリテーション事業所 千円 千円

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 千円 千円

夜間対応型訪問介護事業所 千円 千円

居宅介護支援事業所 千円 千円

福祉用具貸与事業所 千円 千円

居宅療養管理指導事業所 千円 千円

小規模多機能型居宅介護事業所 千円 千円

看護小規模多機能型居宅介護事業所 千円 千円

介護老人福祉施設 千円 千円

地域密着型介護老人福祉施設 千円 千円

介護老人保健施設 千円 千円

介護医療院 千円 千円

介護療養型医療施設 千円 千円

認知症対応型共同生活介護事業所 千円 千円

養護老人ホーム（定員30人以上） 千円 千円

養護老人ホーム（定員29人以下） 千円 千円

軽費老人ホーム（定員30人以上） 千円 千円

軽費老人ホーム（定員29人以下） 千円 千円

有料老人ホーム（定員30人以上） 千円 千円

有料老人ホーム（定員29人以下） 千円 千円

サービス付き高齢者向け住宅（定員30人以上） 千円 千円

サービス付き高齢者向け住宅（定員29人以下） 千円 千円

千円 千円

千円

添付書類

・様式第１号の３（事業所・施設別個票） （事業所・施設数分）
・様式第２号（口座振替（送金）依頼書）
・様式第３号（誓約書）
・様式第４号（役員等名簿）

ア　新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対応した介護サービス事業所等（休業要請を受けた介護サービス事業所等を含む。）

イ　新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所

ウ　感染者が発生した介護サービス事業所等の利用者の受け入れや当該介護サービス事業所等に応援職員の派遣を行う介護サービス事業所等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象

　　サービス種別

法人名

代表者職・氏名

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

様式第１号の１（総括表）

・様式第１号の２（事業所・施設別申請額一覧）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

か所 0 か所
0

申請額申請額事業所･施設数

0

0

0

0

0

0

事業所･施設数

か所 0

申
　
請
　
者

令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業費

補助金交付申請書兼実績報告書

法人所在地

通
所
系

訪
問
系

入
所
施
設
・
居
住
系

か所0

か所00 か所

0

0

0

0

0

0

0

か所

か所 0 か所
0

0

0

0 か所

か所 0 か所

か所 0 か所

か所 0 か所

か所 0 か所0

0

0

0 か所 0 か所

か所 0 か所0

0

0 か所 0 か所0

0

0 か所 0 か所0

0 か所 0 か所0

0 か所 0 か所

0 か所 0 か所

0 か所 0 か所0

0

0 か所 0 か所0

0

－ か所 0 か所－

0 か所

か所 0 か所

0

0

0 か所 0 か所

短

期

入

所

系

多

機

能

型

0 か所 0 か所
0 か所 0

か所

0 か所 0 か所
0 か所

0

0 か所 0

0 か所 0

0

か所

0 か所 0 か所

0

か所

か所

小　　計

合　　計 (ア、イ＋ウ)

0 か所 0

0 か所 0

か所

0 か所 0 か所

0 か所

ア、イ ウ

0 0

0 か所 0 か所

0 か所 0 か所0

0

0 か所

0 か所 0 か所
0 か所 か所0

費用が生じた年度を選択してください。

着色セルを入力してください。 

無色セルは、様式第１号の３（事業所・施設別 

個票）に入力すると、自動入力されます。 
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（単位:千円）

基準単価(a) 所要額①(b) 所要額②(c) 申請額(d) 基準単価(e) 所要額(f) 申請額(g)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（注）

４．「申請額計(h)」は、「申請額(d)」と「申請額(g)」の合計額を記入すること。（自動計算）

２．「所要額①(b)」、「所要額②(c)」及び「所要額(f)」は「様式第１号の３（事業所・施設別個票）［令和５年度に生じた費用分］」に記載した所要額（千円未満切り捨て）を記入すること。（自動計算）

３．「申請額(d)」は、「基準単価(a)」と「所要額①(b)」を比較して低い方の額及び「所要額②(c)」の合計を、「申請額(g)」は、「基準単価(e)」と「所要額(f)」を比較して低い方の額をぞれぞれ記入すること。（自動計算）

［令和５年度に生じた費用分］様式第１号の２（事業所・施設別申請額一覧）

合計

申請額計(h) 備考No.
介護保険
事業所番号

事業所・施設名 サービス種別

ア、イ ウ

１．「基準単価(a)」及び「基準単価(e)」は、「令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業費補助金」の別表に記載された基準単価を記入すること。（自動計算）

（１）無色のセルは、様式第１号の３（事業所・施設別個票）に入力すると、 

自動入力されます。 

（２）20 事業所以上ある場合には、県から事業所数を追加した様式をお送りします

ので、ご連絡ください。 

【備考】は、

必要に応じ

て入力くだ

さい。 



 

11 
 

 
 
 
 

【助成対象の区分】は、クリックして 

プルダウンから選択してください。 

着色セルを入力ください。 

（黄色セル：必要情報の入力、 

緑色セル：クリックしてプルダウンから選択） 

該当の事業区分にチェックしてください。 

様式第１号の３は、介護サービス事業所

等ごとに作成し、添付してください。 

【費目】は、P.13,14 の別表２を参照の上、

プルダウンから選択してください。 

※施設内療養費については、積算内訳②に

記載をしてください。 

←施設内療養費は、こちらに記載してください。 
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ウ

助成対象の区分 ※合計（３）の額の千円未満切り捨て

　通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所、療養通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、通所リハビリテーショ ン事業所、　

　小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（通いサービスに限る。）

　短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（宿泊サービスに限る。）

　並びに認知症対応型共同生活介護事業所（短期利用認知症対応型共同生活介護に限る。）

＊３　介護施設等

　介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、

　認知症対応型共同生活介護事業所（短期利用認知症対応型共同生活介護を除く 。）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

　有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅

　訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護事業所、訪問リハビリテーショ ン事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

　夜間対応型訪問介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（訪問サービスに限る。）並びに居宅介護支援事業所、

  福祉用具貸与事業所（（１）の事業を除く 。）及び居宅療養管理指導事業所

＊５　高齢者施設等

　介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、認知症対応型共同生活介護事業所、

  養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅、短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所

用途・品目・数量等

千円

　※下から該当する番号を１つ選択して記入

（複数該当する場合には一番小さい番号のものを記入）

千円基準単価 所要額

＜積算内訳＞

費目 所要額(円)

ウ　感染者が発生した介護サービス事業所等（以下のいずれかに該当）の利用者の受け入れや当該介護サービス事業所等に応援職員の派遣を行う介護サービス事

業所等（＊１～＊４）

　（ア）ア（ア）、（オ）に該当する介護サービス事業所等

　（イ）感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した介護サービス事業所等

※令和５年５月８日以降に係る通常の介護サービス提供では想定されないかかり増し費用分については、第４条第２項第２号に記載のとおり読み替える。

＊１　通所系サービス事業所

＊２　短期入所系サービス事業所

合計（③） 0

＊４　訪問系サービス事業所

【費目】は、P.14 の別表２を参照の上、

プルダウンから選択してください。 

【助成対象の区分】は、クリックして 

プルダウンから選択してください。 
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（ア）　職員の感染等による人員不足に伴う介護人材の確保
〈対象経費〉 〈費目〉
・緊急雇用にかかる費用 （例：新たに採用した臨時職員への賃金）賃金
・割増賃金 給与
・手当 職員諸手当等
・職業紹介料 役務費
・損害賠償保険の加入費用 役務費
・帰宅困難職員の宿泊費 旅費
・連携機関との連携に係る旅費 旅費
・一定の要件に該当する自費検査費用
　（交付要綱別添１ー１、１－２のとおり）

＊検査費用：役務費
＊キット購入費用：需用費

〈対象経費〉 〈費目〉
・緊急雇用にかかる費用 （例：新たに採用した臨時職員への賃金）賃金
・割増賃金 給与
・手当 職員諸手当等
・職業紹介料 役務費
・損害賠償保険の加入費用 役務費

〈費目〉
＊外部委託した場合：委託費
＊自社で実施した場合の消毒・洗浄に要する
　物品：需用費
＊自社で実施した場合の超過勤務手当：
　職員諸手当等
〈費目〉
役務費
〈費目〉
需用費

〈対象経費〉 〈費目〉
・代替場所の確保（使用料） 使用料
・ヘルパー同行指導への謝金 報償費
・代替場所や利用者宅への旅費 旅費
・訪問サービス提供に必要な車や自転車の
　リース費用

賃借料

・通所できない利用者の安否確認等のための
　タブレットのリース費用(通信費用は除く。)

賃借料

【別表２】令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービ
ス提供体制確保事業費補助金（対象経費及び費目）
交付要綱第４条第１項（１）ア（ア）、（イ）、（オ）に該当する介護サービス事業所等
交付要綱第４条第１項（２）ア（ア）、（イ）に該当する介護サービス事業所等

（カ）　通所系サービスの代替サービス提供のための費用

（イ）　通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保

〈対象経費〉
（ウ）　介護サービス事業所等の消毒、清掃費用

〈対象経費〉
（エ）　感染性廃棄物の処理費用
〈対象経費〉

（オ）　感染者又は濃厚接触者※が発生して在庫の
　　　　不足が見込まれる衛生用品の購入費用
　　　　※５月８日以降の費用分については、
　　　　感染者と接触があった者に読み替える。

【緊急時の介護人材確保に係る費用】

【職場環境の復旧・環境整備に係る費用】
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（キ）　職員の感染等による人員不足に伴う介護人材の確保
〈対象経費〉 〈費目〉
・一定の要件に該当する自費検査費用
　（交付要綱別添１ー１、１－２のとおり）

＊検査費用：役務費
＊キット購入費用：需用費

〈費目〉
施設内療養費

〈対象経費〉 〈費目〉
・緊急雇用にかかる費用 （例：新たに採用した臨時職員への賃金）賃金
・割増賃金 給与
・手当 職員諸手当等
・職業紹介料 役務費
・損害賠償保険の加入費用 役務費

〈対象経費〉 〈費目〉
・代替場所の確保（使用料） 使用料
・ヘルパー同行指導への謝金 報償費
・代替場所や利用者宅への旅費 旅費
・訪問サービス提供に必要な車や自転車の
　リース費用

賃借料

・通所できない利用者の安否確認等のための
　タブレットのリース費用
　（通信費用は除く。）

賃借料

〈対象経費〉 〈費目〉
・緊急雇用にかかる費用 （例：新たに採用した臨時職員への賃金）賃金
・割増賃金 給与
・手当 職員諸手当等
・職業紹介料 役務費
・損害賠償保険の加入費用 役務費
・職員派遣に係る旅費・宿泊費 旅費

感染者が発生した介護サービス事業所等からの利用者の受け入れに伴う介護人材確保のための費用
感染者が発生した介護サービス事業所等への介護人材の応援派遣のための費用

交付要綱第４条第１項（１）ア（ウ）に該当する介護施設等
交付要綱第４条第１項（２）ア（ウ）に該当する介護施設等

交付要綱第４条第１項（１）ア（エ）に該当する高齢者施設等
交付要綱第４条第１項（２）ア（エ）に該当する高齢者施設等

交付要綱第４条第１項（１）イに該当する通所系サービス事業所
交付要綱第４条第１項（２）イに該当する通所系サービス事業所

交付要綱第４条第１項（１）ウに該当する介護サービス事業所等
交付要綱第４条第１項（２）ウに該当する介護サービス事業所等

〈対象経費〉
（ク）　感染対策等を行った上での施設内療養に
　　　　要する費用
　　　　（交付要綱別添２ー１、２－２のとおり）

（ケ）　通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保

（コ）　通所系サービスの代替サービス提供のための費用

【緊急時の介護人材確保に係る費用】

【職場環境の復旧・環境整備に係る費用】

【連携により緊急時の人材確保支援を行うための費用】

【緊急時の介護人材確保に係る費用、職場環境の復旧・環境整備に係る費用】

【緊急時の介護人材確保に係る費用】
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【依頼区分】は、該当する番号を○で 

囲んでください。 

(１) カナ欄は左に詰めて記入してください。  

(２) カナ欄に濁点、半濁点、括弧等を記入する場合は１文字として１マ

スを使用してください。 

(３) 法人の場合は、代表者職・氏名は無記入としてください。 

(４) 法人の場合は、〈法人略称の記載方法〉P.16 を参考にしてカッコを 

付した上で、法人略称名で記入してください。 

(１) 字・番地及び方書（ビル名）のカナ欄に濁点、半濁点、括弧等を 
記入する場合は、１文字として１マスを使用してください。 

(２) 丁目、番地等は「－」で記入してください。 

 例：市場町１番１号 → 市場町１－１ 

口座番号欄は右に詰めて記入してください。 

(１) 口座名義人はカナで記入し、濁点等は１文字として１マスを使用してく

ださい。書ききれない場合は、その時点で打ち切って差しつかえありま

せん。 

(２) 法人の場合は、＜法人略称の記載方法＞P.16 を参考にして、必ず法人略

称名で記入してください。 

(３) 略称が異なる場合は、通帳の表紙を開いたページなどで登録内容を確認

の上、金融機関の登録内容（カナ表記）どおりに記入してください。 

通帳の写しを必ず添付してください。 
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法人略称一覧 
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様式第３号 

 

誓 約 書 

 

令和  年  月  日

千葉県知事  熊谷 俊人 様 

 

住 所                        

（法人その他団体にあっては主たる事務所の所在地） 

氏 名                      印 

（法人その他団体にあっては名称及び代表者の職氏名） 

 

補助金の交付を申請した事業を行う者（法人その他団体にあっては、その役員等（業

務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他

の実質的に当該法人その他団体の経営に関与している者又は当該法人その他団体の

業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。））が令和５年度千葉県新型コロ

ナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事

業費補助金交付要綱第４条第３項各号のいずれにも該当せず、将来においても当該各

号のいずれにも該当しないことを誓約します。 

 また、補助金の交付を受けるに当たり、上記内容に該当しないことを確認するため、

千葉県が千葉県警察本部に照会することについて承諾します。 

 なお、誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、補助金の交付を受

けられないこと又は補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消されることに

なっても異議はありません。 

また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。

 

注意事項 
※ 電子申請の場合は、申請者が原本（誓約書・役員等名簿）を保管すること。 

様式第１号の１（交付申請書）の日付と 

合わせてください。 

【住所】には法人の住所を、 

【氏名】には法人名・代表者職名・

代表者氏名を記入してください。 

代表者印を押印ください。 

※押印した原本は申請者で保管してください。 
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様式第４号

元号
MTSH
年 月 日

1 ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾁﾊﾞ ﾀﾛｳ 千葉　太郎 S 40 1 16 M 千葉県千葉市中央区市場町１－１ 会長

2 ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ｲﾁﾊﾗ ﾊﾅｺ 市原　花子 S 51 10 5 F 東京都新宿区西新宿２－８－１ 副会長

3 ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾅﾗｼﾉ ｶｽﾞｵ 習志野　一男 H 1 6 27 M 神奈川県横浜市中区日本大通１ 理事

4 ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾔﾁﾖ ｼﾞﾛｳ 八千代　二郎 T 14 5 1 M 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 監事

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

現在における（　私　・　当法人（団体）　）の役員等名簿に相違ありません。

役員等名簿には、補助を受けようとする事業を行う者が

　　・個人である場合は本人を記載すること。

　　・法人その他の団体である場合は、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準じる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の
　　 経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。）を記載すること。
　　　ただし、当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者については、本件補助金の申請に関する権限又は補助事業の執行に関する契約を締結する権限を
　　 委任されている者を除き省略することができる。

役　　員　　等　　名　　簿

番号 職　名

　年　　月　　日 　　（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　（法人その他の団体にあっては法人所在地）

　　（氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印 ）
　　　（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の職氏名）

住　　　　　所
生年月日

商号又は名称（半ｶﾅ） 商号又は名称（漢字） 氏名（半ｶﾅ） 氏名（漢字）
性別
(M･F)

・半角カタカナで入力

・途中にスペースは

入力しない

・全角文字で入力

・途中にスペースは入力しない

・（株）などに略さない

・半角カタカナで入力

・性と名の間は半角

スペースを１つ入力

・全角文字で入力

・性と名の間は全角

スペースを１つ入力

・外字の場合は常用漢

字で入力。（別途「手書

きメモ等」で提出）

半角数字で入

力

・半角アルファベット

大文字で入力

・大正：T、昭和：S、

平成：H

・半角アルファベット

大文字で入力

・男：M、女：F

・全角文字で入力

・都道府県から入力

・１番１号 ⇒ １－１（ハイフンでつなぐ）

２丁目３番４号 ⇒ ２－３－４

５番３ ⇒ ５－３

電子申請の場合は、申請者が原本（誓約

書・役員名簿等）を保管してください。

留意事項

①外字について

氏名の一部に外字を使用する場合、入力は常用漢字とし、手書きメモ等で正規の文字を送付してください。

②外国人について

外国人の氏名は、『氏名（漢字）』に母国語表記（アルファベット、中国語等）をし、『氏名（半ｶﾅ）』に読み方を入力してください。

様式第1号の１（交付申請書）の日付と

合わせてください。

必ず、ＰＤＦ（押印したもの）とエクセルファイル形式の両方を提出してください。 
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口 座 番 号 
 

 
 
 
 
 
 

様式第５号 

令和  年  月  日 

 

千葉県知事  熊谷 俊人 様 

                            

                        所在地                       

                         

法人名                       

                        

代表者職・氏名                    

 

令和  年度消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書 

 

令和  年  月  日付け千葉県高指令第      号で交付決定及び額の確定のあった

令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供

体制確保事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額については、下記のとおり

報告する。 

記 

１ 施設の種類及び名称 

２ 千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３号）第１４条の規定による確定額 

金             円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額（要交付

金返還相当額） 

金             円 

４ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入

の割合を確認できる資料）を添付する。 

代表者の職名を忘れず記入してください。 

交付決定及び額の確定通知の日付及び文書番号を記入してください。 

補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除額が確定した場合には、仕入れ控除税額報告書を提出してください。 
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様式第６号  

 

令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス 

事 業 所 等 の サ ー ビ ス 提 供 体 制 確 保 事 業 費 補 助 金 交 付 請 求 書  

 

令和  年  月  日

 

 千葉県知事  熊谷 俊人 様  

 

法 人 所 在 地                  

法  人  名                  

代表者職・氏名                  

 

 令和  年   月   日付け千葉県高指令第    号で交付決定及び額の確定の

あった令和５年度千葉県新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス

事業所等のサービス提供体制確保事業費補助金について、下記のとおり請求します。

 

金               円  

 

預 金 種 別   普 通 ・ 当 座 

振 込 先      銀行      支店  

口 座 番 号  

名 義 人 

（フリガナ）  

 

 

代表者の職名を忘れず記入してください。 

交付決定及び額の確定通知の日付及び文書番号を正確に記入してください。 

※額の確定通知書の右上に記載（千葉県高指令第○○○○号－××） 

交付決定及び額の確定通知の金額を記入してください。 

交付申請兼実績報告時の提出書類「様式第２号

（口座振替（送金）依頼書）と同じ口座を記入

してください。 

口座名義人は絶対に省略しないでください。 
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（参考） 

●ちば電子申請サービスへのアクセス方法● 

（１）ちば電子申請サービスにアクセスします。 

申請用：https://apply.e-tumo.jp/pref-chiba-u/offer/offerList_detail?tempSeq=22700 

 請求用：https://apply.e-tumo.jp/pref-chiba-u/offer/offerList_detail?tempSeq=22695 

 

 

 

（２）①か②で次に進みます。 

①原則は「利用者登録せずに申し込む」をクリック。 

②既に利用者登録がお済みの場合（ＩＤとパスワードがある場合）は、「利用者ＩＤ  

及びパスワード」を入力してログインしてください。 

 

 

②「利用者ＩＤ及びパスワード」を 

入力してログインをクリック 

↑申請用↑ ↑請求用↑ 

令和５年度サービス提供体制確保事業費補助金申請フォーム 

2023 年 8月 16 日 0時 00 分～2024 年 

①「利用者登録せずに申し込む」 
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（３）利用規約が表示されます。 

内容を御確認のうえ、「同意する」をクリックします。 

 

   ①「利用者登録せずに申し込む」を選択した場合 

    ⇒（４）に進みます。 

 

   ②「利用者ＩＤ及びパスワード」を入力の上、ログインした場合 

    ⇒申請画面が表示されますので、画面の指示に従い申請を行ってください。 
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（４）「利用者登録せずに申し込む」を選択した場合 

   メールアドレスの入力画面が表示されますので、入力してください。 

   入力したメールアドレス宛てに、申込画面へのＵＲＬが届くのでアクセスします。 

   ※メールアドレスの誤入力や、末尾の半角スペースには十分注意してください。 

 

 

【送付されるメールの例】 

 
  

メールで送付されたＵＲＬにアクセスすると、申請画面が表示されますので、画面の  

指示に従い、申請を行ってください。 

 

↑こちらに表示されるＵＲＬにアクセスしてください。 

メールアドレスを入力し、 

「完了する」をクリックします。 

令和５年度サービス提供体制確保事業費補助金申請フォーム 

令和５年度サービス提供体制確保事業費補助金申請フォーム 


